
東日本大震災 と 能登半島地震
～復旧復興におけるマンパワーについて～

輪島市上下水道局
後藤 寛（石巻市から派遣）
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本日お伝えしたいこと

◼ この場に居る理由 ～簡単な自己紹介～

◼   輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）

(石巻市の復旧復興事業の概要含む）

◼  復旧復興事業におけるマンパワーについて

◼  震災からの復旧復興に関わって思う事（まとめ）
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簡単な自己紹介

◼ 出身
           ・１９６２年生まれ      石巻市（旧牡鹿町）出身

◼ 履歴
           ・１９８０年４月         地元工業高校を卒業し石巻市役所に奉職

                ～  技術系職員として、主に下水道、都市計画、道路部門の職場に配属された

           ・２０１１年３月１１日     東日本大震災     都市計画ＧＬ  49歳
           ・２０１１年５月～     基盤整備課長補佐
           ・２０１２年７月～     復興住宅課長
           ・２０１５年４月～     基盤整備課長
           ・２０１７年４月～     復興事業部次長
           ・２０１９年４月～     復興復興事業部長

                        (2022年3月  定年退職）

           ・２０２２年４月～     都市計画課技術主幹   再任用職員 
           ・２０２４年８月～     輪島市上下水道局技術主幹  石巻市派遣     
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高台のない市街地のイメージ（主に、市街地部）

高台に囲まれた漁業集落のイメージ（主に、半島沿岸部）

素材ナンバー 2122151 :「みどりの木」

素材ナンバー 1844809 :「クラシックカー」
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津波の及ばない高台への住居集団
移転を図り、安全安心を確保

二重の防御（堤防または道路）で津波を防御し、住居そして学校や病院を守る

【復興まちづくりの基本的な考え方】石巻市の復旧復興事業について

津波

津波
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海岸堤防

○概要
数十年～百数十年に一度発生する津波から市街地や漁業集落

を守るために防潮堤を整備。

○完成年度 令和4年度
○計画高

海岸名称 計画高(m) 根拠津波

追波湾 ※ 8.4 明治三陸地震

雄勝湾 6.4 明治三陸地震

雄勝湾最奥部 9.7 明治三陸地震

牡鹿半島東部 6.9 明治三陸地震

牡鹿半島西部 6.0 チリ地震

万石浦 2.6 チリ地震

宮城県の地域海岸分割図

※北上川河口部
河川堤防を含む

※計画高および分布図は「海岸堤防の整備方針について（宮城県 H23.12月）」より抜粋

石巻市の復旧復興事業について

海岸堤防（石巻漁港付近）

○概要
石巻漁港から万石浦までの防潮堤を整備。

○計画高  T.P 7.2m

【津波からの防御（第１線堤）】

5



高盛土道路

路線名称 完成年度 計画高さ 代表幅員 事業費

門脇流留線 令和4年度
T.P3.5m
～4.5m

38m
50m

198億円

南光湊線 令和4年度 T.P3.5m 37.5m

湊中央線 令和2年度 T.P4.5m 45m

防災緑地

○概要
湊地区、魚町三丁目
～渡波地区に盛土形式
の緑地を配置し津波の
減勢を図ります。

路線名称 完成年度 計画高さ 規模 事業費

防災緑地1号
(湊地区)

令和元年度 T.P4.5m 0.88ha 約7億円

防災緑地2号
（魚町三丁目～渡波地区）

令和4年度
T.P4.5m
～2.6m

8.6ha 約30億円

門脇流留線
南光湊線

湊中央線

門脇流留線

防災緑地1号

防災緑地2号

○概要
 津波を減勢する多重防御
施設として高盛土道路を整
備し、住宅地を守ります。

石巻市の復旧復興事業について

門脇流留線

防災緑地２号

【津波からの防御（第２線堤）】
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新市街地 面積

①新蛇田 46.5ha 

②新蛇田南 27.4ha

③新蛇田南第二 13.7ha

④あけぼの北                        5.6ha

⑤新渡波 17.8ha

⑥新渡波西 11.1ha

計 ６地区 122.1ha

①

②
③

④

⑤⑥

湊北地区

石巻市の復旧復興事業について

①

②

③
④

⑤

二線堤防

既成市街地 面積

①下釜第一 12.1ha 

②新門脇 23.7ha

③湊 北 14.8ha

④湊 東                        29.6ha

⑤中央一丁目 1.45ha

計 ５地区 81.65ha

産業用地 面積

①上釜南部 37.6ha 

②下釜南部 25.4ha

③湊 西 40.4ha

計 ３地区 103.4ha

中央一丁目地区

新蛇田地区

湊西地区

１４地区
約３０７ha

新市街地

既成市街地

産業用地

【震災復興土地区画整理事業】

• 新市街地、既成市街地、産業用地、合わせて14地区約３０７haの区画整理事業を実施
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市が新たに整備した土地への移転新築（半島沿岸部）

○石巻市半島地域（11地区） ○牡鹿地域（12地区）

①
②

③

④
⑤

⑥
⑦

⑧⑨

⑩
⑪ ①

②
③
④

⑤

⑥-1

⑦

⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫

牡鹿地域

石巻市半島地域

⑥-2

住宅団地名
移転
世帯数

宅地供給

1 祝田 6世帯 平成27年度

2 佐須 15世帯 平成28年度

3 小竹浜 6世帯 平成27年度

4 折浜・蛤浜 12世帯 平成27年度

5 桃浦 5世帯 平成26年度

6 月浦 8世帯 平成26年度

7 荻浜 13世帯 平成28年度

8 牧浜 12世帯 平成27年度

9 竹浜 5世帯 平成26年度

10 鹿立浜 10世帯 平成26年度

11 福貴浦 20世帯 平成27年度

住宅団地名
移転
世帯数

宅地供給

1
小網倉浜・
清水田浜

24世帯 平成27年度

2 大原浜 15世帯 平成27年度

3 給分浜 26世帯 平成27年度

4 小渕浜 60世帯 平成29年度

5 十八成浜 31世帯 平成27年度

6 鮎川浜 65世帯 平成29年度

7 泊浜 7世帯 平成27年度

8 谷川浜・祝浜 8世帯 平成28年度

9 大谷川浜 14世帯 平成27年度

10 鮫浦 16世帯 平成28年度

11 前網浜 14世帯 平成26年度

12 寄磯浜 15世帯 平成28年度・住宅敷地73区画、公営住宅39戸を
整備

・住宅敷地138区画、公営住宅157戸
を整備

石巻市の復旧復興事業について 【防災集団移転促進事業】
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市が新たに整備した土地への移転新築（半島沿岸部）

○雄勝地域(13地区) ○河北地域（2地区）

○北上地域（8地区）

①

河北地域

雄勝地域

① ②

③

④

⑤

⑥⑦
⑧

⑨-A1⑨-A2

⑨-B

⑩

⑪
⑫

⑬

北上地域

⑦

⑧

⑥ ⑤
④

③

②
①-大指

②

①-小指

住宅団地名
移転
世帯数

宅地供給

1 名振 25世帯 平成26年度

2 船越 26世帯 平成28年度

3 熊沢・大須 8世帯 平成27年度

4 羽坂・桑浜 5世帯 平成26年度

5 立浜 15世帯 平成27年度

6 大浜 8世帯 平成26年度

7 小島 10世帯 平成27年度

8 明神 9世帯 平成27年度

9 雄勝中心部
A：17世帯 平成28年度

B：30世帯 平成29年度

10 唐桑 5世帯 平成28年度

11 水浜 23世帯 平成27年度

12 分浜 6世帯 平成27年度

13 波板 6世帯 平成27年度

住宅団地名
移転
世帯数

宅地供給

1 河北 372世帯 平成29年度

2 間垣 5世帯 平成27年度

住宅団地名
移転
世帯数

宅地供給

1 小指・大指 16世帯

大指 
平成27年度
小指 
平成26年度

2 相川 21世帯 平成29年度

3 小泊・大室 54世帯 平成28年度

4 小室 18世帯 平成26年度

5 白浜・長塩谷 23世帯 平成28年度

6 月浜・吉浜 12世帯 平成27年度

7 にっこり団地 87世帯 平成28年度

8 釜谷崎 6世帯 平成26年度
・住宅敷地98区画、公営住宅95戸
を整備

・住宅敷地138区画、公営住宅239戸を整備

・住宅敷地165区画、公営住宅72戸
を整備

石巻市の復旧復興事業について 【防災集団移転促進事業】

半島沿岸部に、４６地区 ６５団地を整備 9



石巻市復興公営住宅供給計画

○整備計画戸数

市街地部 ：３,８８３戸
半島沿岸部：   ５７３戸

 合 計 ：４,４５６戸

石巻市の復旧復興事業について 【復興公営住宅整備事業】

市街地部

半島沿岸部
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石巻市の復旧復興事業について 【復興公営住宅整備事業】
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半島沿岸部 高台団地 半島沿岸部 コミュニティー型

市街地部 再開発保留床買取型 市街地部 借り上げ（一棟）型



被災：4箇所

被災：222m

1.16億円

606箇所

271.927 m

189.41億円

被災：580箇所

被災：270,698m

107.69億円

○道路 ○橋りょう

被災：22箇所

被災：1,007m

80.56億円

○河川 ○  3事業計

市管理の道路、橋りょう、河川の被害、復旧状況【R6.9月末現在】 ※被害総額には調査・測量費、応急復旧工事費等を含む。

石巻市の復旧復興事業について

箇所数

延長

金額

公共下水道

○被害状況及び復旧状況（令和３年３月末現在）

被害状況 復旧工事費

汚水管 105.8 km 総額 131.8億円
（汚水管＋処理場）処理場 2 箇所

雨水管 8.9 km 総額 127.2億円
（雨水管＋ポンプ場）ポンプ場(数) 8 箇所

※  被害総額には調査・測量費、復旧工事費等含む

【公共土木施設災害復旧事業】
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復旧・復興にかかる事業費

復旧・復興にかかる主な事業費の総額は約1兆2,318億円。
震災前（平成23年度）の石巻市の一般会計歳出予算は617.5億円であり、市の一般会計予算の
およそ20年分に相当。（財源は復旧事業費及び復興交付金等）

総額 約1兆2,318億円

○復旧事業費 約3,625億円

※事業費は、復旧・復興事業費調査(令和６年５月実施)に基づくもの

復旧事業
3,625億円

復興事業
8,223億円

その他
470億円

※令和６年３月末日現在

○復興事業費 約8,223億円

石巻市の復旧復興事業について 【復旧復興事業費】
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本日お伝えしたいこと

◼ この場に居る理由 ～簡単な自己紹介～

◼   輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）

(石巻市の復旧復興事業の概要含む）

◼  復旧復興事業におけるマンパワーについて

◼  震災からの復旧復興に関わって思う事（まとめ）
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下水道施設及び市内の被災状況

15

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）



【管路施設の浮上】

地震発生時に掘山内の埋戻し材が液状化したことで、開削工法で布設した

管路の浮き上がりが生じ、管路のたるみ・継手ずれ等の被災に至った。現場
では、埋戻し部の液状化に起因すると思われる人孔の浮上が確認された。

出典：「下水道施設の耐震対策指針と解説」P44 図2.4.1（手帳 P552）
[管路施設浮上のメカニズム] [埋戻し部の人孔浮上状況写真]

下水道施設の被災（代表的なもの）
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）



下水道施設及び市内の被災状況 ➀

輪島市街地

輪島市街地 輪島市街地

輪島市街地
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）



下水道施設及び市内の被災状況 ②

朝市通り周辺 朝市通り周辺

マリンタウン付近

マンホール浮上

輪島市郊外

マンホール浮上
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）



下水処理場が土砂で埋没

処理場の門柱

市中心部の状況

公費解体中の重機が埋没

市街地東部を流れる塚田川
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 下水道施設被災状況 豪雨➀



豪雨災害被害（農集美谷地区）
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豪雨災害による被害（門前深見地区）

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）

豪雨災害による被害（門前深見地区）

豪雨災害被害（農集美谷地区）

この下に市道が埋没

下水道施設被災状況 豪雨②
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 総務省資料より抜粋



輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）
総務省資料より抜粋
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 総務省資料より抜粋
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 総務省資料より抜粋

輪島市 ２０団体
４２，９７７人日
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輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 支援チームによる応急対応状況
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一
次
調
査

応
急
復
旧
・
二
次
調
査
の
監
督

さいたま市

千葉市

川崎市

仙台市

岡山市

札幌市

広島市

横浜市

東京都

東京都下水道
サービス㈱※1)

二
次
調
査
・

応
急
復
旧

一
次
調
査

日本下水道管路管
理業協会

下水道メンテナンス

協同組合※2)

公共下水道

農業集落排水

農業集落排水

農業集落排水

農業集落排水

特定環境保全公共下水道

特定環境保全公共下水道

漁業集落排水
累計
約540人

 

※都市の並びは支援入り順（東京都
・東京都下水道サービス㈱を除く）

上下水道一体となった復旧支援体制～輪島市における下水道復旧の支援体制

26

○国土交通省、日本下水道協会、日本下水道事業団、地方自治体、下水道の維持管理等に係る民間事業者などが相互に連携
し、刻々と変化する状況に対応しながら、下水道機能の早期復旧を支援・抱えている業務の日程をやりくりするなどの協力を得
て、県外の民間事業者も現地入りし、応急復旧等の対応をサポート

〇市の意向を踏まえながら、全国ルール及び大都市ルールを基本にしつつ、水道と下水道が一体となって臨機応変に対応

※1）東京都の政策連携団体
※2）東京都の下水道管渠の維持管理の一部を行っている工事事業者

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 応急対応状況（東京都作成資料抜粋）



金沢市

支援隊拠点
鹿島少年自然の家 

（中能登町）

輪島市

約
55km

約
70km

輪島処理区：約4時間
門前・剱地処理区：約2時間

上下水道一体となった復旧支援体制～輪島市における下水道復旧の支援状況

支援隊拠点 輪島市下水道復旧支援室
全体ミーテング状況(定刻20：00開始)

支援隊の調整状況

国土交通省主催
「輪島市上下水道合同会議」状況

○中能登町の鹿島少年自然の家を支援隊の拠点とし活動
○上下水道一体となった早期復旧支援に向け関係者が綿密な調整を実施

支援隊の現地活動状況

緊急調査、一次調査状況

応急復旧、二次調査状況
27

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 応急対応状況（東京都作成資料抜粋）



下水道施設損傷箇所の応急復旧：輪島処理区106箇所 門前処理区13箇所 計119箇所実施済
（４月14日現在）

◆人孔浮上による応急復旧状況
状況：人孔浮上が発生
対応：浮上人孔の蓋・枠・側塊の高さ調整により復旧

浮上人孔の復旧状況写真

◆圧送管損傷による応急復旧状況
状況：既設圧送管（φ150ダクタイル鋳鉄管Ｋ型継手部）から漏水
対応：切管・継ぎ輪による部分取換えにより復旧

圧送管の復旧状況写真

◆仮設配管布設による応急復旧状況
状況：土砂崩れ・人孔浮上により既設管が損傷
対応：仮設配管を布設し復旧

地上仮設配管(φ200・210ｍ)の状況写真 仮設配管（φ100・39ｍ）の状況写真

◆下水道管渠の土砂閉塞・損傷による応急復旧状況
状況：下水道管の抜けや破損が発生し、土砂の流入による閉塞
対応：部分的に開削し、管渠の一部の取替により復旧

部分補修の状況写真 土砂閉塞の状況写真

28

⇒過去の震災とは異なり、二次調査に優先して応急復旧を実施し、１か月程度ですべての本管で
流下機能を確保（３月上旬）

上下水道一体となった早期復旧の取組～輪島市における下水道復旧の支援経過

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 応急対応状況（東京都作成資料抜粋）



取り付け管のカメラ調査状況 流下不良箇所のダンパｰ車による吸引作業

直営作業による仮ポンプ排水施設設置 汚水中継ポンプ場の被災調査状況

29

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 応急対応状況
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床下浸水の仮設住宅で
下水管の土砂撤去作業

押し寄せた土砂のため下水道管が埋没

蓋が外れたマンホール内に土砂が堆積

輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で） 応急対応状況

流下不良箇所のダンパｰ車による吸引作業
豪雨災害による応急対応



本日お伝えしたいこと

◼ この場に居る理由 ～簡単な自己紹介～

◼   輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）

(石巻市の復旧復興事業の概要含む）

◼  復旧復興事業におけるマンパワーについて

◼  震災からの復旧復興に関わって思う事（まとめ）

31



災害ボランティアの状況

他自治体からの派遣状況（令和６年９月末日現在） ※各数値は延べ数になります。

○災害ボランティアセンター
施設 被災直後～H23年11月末 石巻専修大学構内（借用）

H23年12月～ H26年3月末閉所 旧石巻市勤労者余暇活用センター「明友館」
人数 受け入れ人数 116,000人 延べ派遣人数  122,000人

○ＮＰＯ等団体支援
人数 受け入れ人数 170,000人超 ※独自に活動されたボランティアも多数おりました。

年度

派遣団体数 職種別派遣者数（人）

都道
府県

特別区 市町村 計
ケースワー
カー

一般
事務職

機械
技師

建築
技師

電気
技師

土木
技師

化学 保健師 計

H23年度 0 0 21 21 2 9 3 7 3 24 0 3 51
H24年度 4 4 48 56 6 47 5 18 5 69 2 7 159
H25年度 3 4 59 66 6 77 5 22 6 75 3 4 198
H26年度 5 4 71 80 6 101 5 17 9 93 0 4 235
H27年度 5 4 63 72 7 87 5 24 5 87 0 3 218
H28年度 4 5 59 68 8 85 7 22 3 75 0 7 207
H29年度 8 6 57 71 6 90 3 20 1 68 0 5 193
H30年度 7 5 59 71 8 85 1 16 0 65 0 2 177
R1年度 7 6 50 63 5 72 1 15 0 52 0 3 148
R2年度 7 5 39 51 2 54 1 10 0 47 0 2 116
R3年度 6 4 15 25 2 23 0 2 0 22 0 0 49
R4年度 4 2 6 12 2 8 0 0 0 12 0 0 22
R5年度 4 1 4 9 2 5 0 0 0 5 0 0 12

R6年度 1 0 2 3 1 2 0 0 0 0 0 0 3

計（延べ） 65 50 553 668 63 745 36 173 32 694 5 40 1,788

復旧復興事業におけるマンパワーついて 石巻市の場合
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復旧復興事業におけるマンパワーついて 石巻市の場合

33

合計（延べ１,７８８人）

ピーク 80団体、235人

復興期間（発災から10年）
延べ1，702人



コンストラクションマネジメント(CM)方式

アットリスク型CM方式とは、CMRが設
計者や施工者と直接契約することにより、
マネジメント業務を行うことに加え、施
工に関するリスクを負わせる方式のこと
です。公共事業における事例としては、
東日本大震災の復興市街地整備事業等で
の導入実績があります。

ピュア型CM方式とは、発注者の立場に立っ
た CMR※が、設計・発注・施工の各段階に
おいてマネ ジメント業務を行う方式のこと
です。公共事業につ いては、このピュア型
CM方式が多く採用されてい ます。

※CMR：コンストラクションマネージャー ※市町村における災害復旧事業の円滑な実施のためのガイドライン（国土交通省）抜粋

アットリスク型CM方式

マネジメント業務に加えて
CMRが施工に関するリスクを負う

被災市町村

設計者 施工者 施工者 施工者

ＣＭ契約

ＣＭＲ

マネジメント マネジメント

ピュア型CM方式

CMRが設計･発注･施工の各段階
においてマネジメント業務を行う

被災市町村

設計者 施工者 施工者 施工者

設計業務
委託契約

工事請負契約ＣＭ契約

ＣＭＲマネジメント マネジメント

34

復旧復興事業におけるマンパワーついて

被災市町村における職員不足や経験不足を補い、早期の復旧・復興を目指すための取組として、民間事業者の
ノウハウを活用した「CM（Construction Management)方式」があります。



マンパワー不足に対応するため、石巻市が独自に導入したCM方式   （主に半島沿岸部復興事業に適用）

技術連携

管理CMR
（事業調整支援・技術提案）

施工CMR

Ｕ
Ｒ
都
市
機
構

調査 測量 設計 建設業者
地元活用

建設業者
地元活用

建設業者
地元活用

建設業者
地元活用

工事（業務）契約
協力協定
業務委託支援 支援

技術支援

・
Ｃ
Ｍ
Ｒ
の
選
定
支
援

・
事
業
の
技
術
支
援

技
術
補
助

技
術
補
助

・事業調整支援

・技術提案
・工事監督補助
・オープンブックの審査

・用地、出来高当の測量

・設計、技術提案
・各種手続きの支援

・定型業務

・提案業務

・施工に関するマネジメント
・コスト縮減、工期短縮の提案
・オープンブック方式

業務契約

入札入札 入札 入札

石 巻 市

復旧復興事業におけるマンパワーついて 石巻市の場合
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36
地方自治体にとっては
馴染みが薄いかも 

●マンパワー不足の被災自治体向け、
東日本大震災の実績を基に国がガイ
ドラインを策定

復旧復興事業におけるマンパワーついて
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●下水道の災害復旧における、災害査定は昨年１２月までにすべて完了。現時点では先行地区の実施設計作業中。
・地震災 ４０件 ・豪雨災 ２件 約

合   計        ４２件     復旧総事業費 数百億円規模となる見込み
・管きょ延長 １８１．５ｋｍのうち、 復旧延長約５０ｋｍ、被災率 ２７．６％
ただし、被害調査不能延長９０．２Ｋｍを含めると、被災率は ４９．７％に上る。

【下水道災害復旧全体工程】

現時点

※工事期間は実質４か年を見込んでいる

●輪島市における他の土木施設災害復旧事業
・道路災害復旧事業 １，０９９ 路線
・河川災害復旧事業 １２４ 河川
・橋梁災害復旧事業 １９４ 橋梁
・水道施設災害復旧事業 １４施設、管きょ延長 約３０ｋｍ

●国交省所管災害復旧事業の規模は、最終的に数千億億円規模見込みとなり、これに農林水産省所管の復旧事業も
含めると、 膨大な量の災害復旧事業が、今後集中的に行われる事となる。

●これら事業の輻輳による、事業の遅延、交通渋滞など、市民生活への影響などを極力少なくし、復旧・復興を確実に
進めるための、国県市の垣根を超えた事業間マネジメントが重要。

輪島市の復旧事業の 現状･課題
  （下水道担当目線で作成）

【現状】

【課題・懸念される事項】

復旧復興事業におけるマンパワーついて



輪島市における復旧・復興事業を早期に且つ円滑に進める方策（案）

水
道
施
設
災
害
復
旧
事
業

下
水
道
施
設
災
害
復
旧
事
業

道
路
施
設
災
害
復
旧
事
業

道
路
施
設
災
害
復
旧
事
業

河
川
施
設
災
害
復
旧
事
業

道
路
施
設
災
害
復
旧
事
業     

(

代
行
）

河
川
施
設
災
害
復
旧
事
業

(

代
行
）

復
興
関
連
事
業
事
業

Ｈ
工
事(

市
）

Ｇ
工
事(

市
）

Ｆ
工
事(

市
）

Ｅ
工
事(

市
）

Ｄ
工
事(

市
）

Ｃ
工
事(

市
）

Ｂ
工
事(

市
）

Ａ
工
事(

市
）

Ｄ
工
事(

県
）

Ｃ
工
事(

県
）

Ｂ
工
事(

県
）

Ａ
工
事(

県
）

Ｄ
工
事(

国
）

Ｃ
工
事(

国
）

Ｂ
工
事(

国
）

Ａ
工
事(

国
）

Ｃ
Ｍ
Ｒ

（復
旧
復
興
事
業
全
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

・設計
・発注
業務支援

・工事調整

⚫ 【復旧・復興事業マネジメント】（イメージ）

※想定されるCMRの役割 … 設計発注段階の各事業間の調整、工事実施に係るマネジメント、事業間調整、事業進捗管理、会議対運営支援、
市民への情報発信、国県への要望事項の調整・・・等々

輪 島 市 石 川 県 国
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復旧復興事業におけるマンパワーついて 輪島市の復旧事業の 現状･課題
  （下水道担当目線で作成）



本日お伝えしたいこと

◼ この場に居る理由 ～簡単な自己紹介～

◼   輪島市の復旧事業の現状（下水道担当目線で）

(石巻市の復旧復興事業の概要含む）

◼  復旧復興事業におけるマンパワーについて

◼  震災からの復旧復興に関わって思う事 （まとめ）
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震災からの復旧復興に関わって思う事 (まとめ)      （自治体職員目線）

～何が引き継がれ何が引き継がれなかったのか？～

◼ 大災害時における初動期の対応

• 応急対応

• 事前想定

• 復旧

想定外 ？ 津波、地盤隆起、過疎、交通寸断・・・

国における制度化 対口支援・・・

これから マンパワー、マネジメント・・・
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◼ 復旧と復興

◼ 進めるにあたって大事な事

納得と共感、 達成させるためのマンパワー

◼ 能登の今は・・・

復旧事業は義務的な事業

復興事業は任意的な事業

国庫負担法など法的な担保

地域の実情・財源・アイディア

そしてスピード感

応急仮復旧が完了
 （やっと止血処理）

マンパワーと、スキーム
     （医療スタッフ、機器が大事）

これから本格的な復旧復興事業
     （大手術が始まる）

一体的に推進

震災からの復旧復興に関わって思う事 (まとめ)      （自治体職員目線）



42

ご清聴ありがとうございました
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